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論　　文　　の　　要　　旨
　本論文は都市内および都市問システムの空間的構造に関する理論的および実証的分析を内容とし
ている。第！章ではこのようなテーマを扱うに至った問題意識が提示され，かつ関連する都市経済
学の既往文献のレビューが行われる。著者によれば，現在残されている問題は次の3つである。第
1に都市問システムの研究においては，諸都市の同質性が仮定され，非同質的都市間の空聞的構造
は扱われていない。第2に都市を構成する経済主体の中に，サービス産業が明示的に扱われていない。
第3に，都市間の階層的構造の把握が経済理論に基づいて行われていない。著者は本論文の中でこ
れらの問題を解決しようと試みている。
　第2章では，サービス部門，生産企業群および家計群より構成される都市モデルが定式化され，
そのような都市において形成されうる経済主体の立地および地代の空聞的構造が解析される。その
空間的構造は，centra1ized，decentra1izedおよびintegratedの3種に分類され，各々が発生するため
のパラメータ条件が吟味される。さらに，この都市モデルにカタストロフ理論を適用して，パラメー
タ値の変化と発生する空間パターンの間の関連が統一的に分析される。これは都市経済学において
の新手法である。本章の分析は，前述の第2の問題の解明であると言える。
　第3章では，2種の企業と3種の家計群から構成される都市間システムのモデルが定式化され，
separate，㎜u1ticentricおよび㎜㎝ocentricの3種の都市問パターンが成立するためのパラメータ条件
が詳細に吟味される。さらに，以上で明らかにされた市場均衝解と計画当局が策定するであろう杜
会的最適解との異同が検討され，separate以外のパターンでは均衡と最適の聞にかい離の生ずること
が示され，そのかい離を埋めるための政策手段が簡潔に論じられる。本章の分析は，前述の第1お
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よび第3の問題の解明に当っている。
　第4章では一転して，東京都市圏を対象に，都心よりの距離の関数としての人口密度パターンを
cubic－sp1ine関数の手法により推定することが試みられる。この推定は，申央線，高崎線および常磐
線の路線別およびそれらの総合について行われ，良好な結果が得られている。さらに，変動パラメー
タ・モデルによって，人口密度の距離に応じた変化パターンの要因分析がなされる。また，以上の
推定結果の，前2章の理論分析との関連が議論される。ユ975年とユ985年の比較としては，東京都市
圏へのいっそうの人口集中と，同圏内での郊外化の進展が確かめられている。また中央線，高崎線
方向では醜ωtiCentriCな，常磐線方向では㎜㎝oCentriCなパターンが実現していることが観察される。
　第5章は結論と今後の課題の展望に当てられている。
審　　査　　の　　要　　旨
　本論文は，互いに密接に関連してはいるが，墓本的には3つの異なるトピックについての理論的
および実証的分析であると言うべきである。
　第2章および第3章の理論的分析においては，いずれもかなり制約的な仮定が置かれており，導
出された諸結果はそのような仮定に強く依存している。また各モデルは！次元の線形都市として構
想されており，その意味でも制約的である。したがって，そのようなモデルから導かれた命題を，
第4章の実証分析と結びつけて論じることは，かなりの無理を感じる。
　また第4章自体では，人口密度関数と人口密度変化率関数の2種の関数の推定が行われているが，
計量経済学的用語で言えば。前者は最終方程式ラ後者は誘導形方程式に当る。これらの前段階とし
て構造方程式の体系が置かれるべきであり，かつ論理的展開は構造，誘導形，最終方程式の順序で
行われるべきものである。その点本章の実証分析は，ややadhocな感じを与える。
　しかしながら，ほとんど無隈に複雑な形態を持つ都市構造を明快な基本原理によって説明しよう
とする意欲と，諸命題として得られた結果は高く評価することができる。全体として，本論文は博
士論文として十分の内容を持っていると言える。
　よって，著者は学術博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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